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平成 28年 度財政健全化及び経営健全化審査意見書について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第 1項の規定により、

提出を受けた健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類並びに同法第22条 第 1項の規定による資金不足比率及びその算定

の基礎となる事項を記載した書類について審査した結果、次のとおり意見

書を提出しまする



平成 28年度財政健全化審査意見書

1 審 査 の 対 象

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率並びにそ

の算定の基礎となる事項を記載した書類。

2 審 査 の 期 間

平成 29年 7月 27日

3 審 査 の 概 要

平成 28年度の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。

4 審 査 の 結 果

1健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適

正に作成されているものと認められる。

健全化判断比率 平成 28年度 平成 27年 度 早期健全化基準(平成 27年度)

① 実質 赤 字 比 率 (%) ― (%) 13.69(%)

② 連結実質赤字比率 (%) ― (%) 18.69 (° /0)

③ 実質公債 費比率 5。4 (%) 5。1 (%) 25,00(%)

④ 将 来 負 担 比 率 (%) ― (%) 350。00(%)

※実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担

比率が算定されない場合は 「一」を記載している。



総括表① 健全化判断比率の状況 (平成28年度決算) Ver`28.00

↑※必ず選択して下さい。



総括表② 連結実質赤字比率等の状況 (平成23年度決算) Ver.28,00 青森県六ヶ所村

(分母比)

2 . 3

※ 実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、
「実質赤字比率(%)」又は「連結実質赤字比率(%)」は負の値で表示されます。

政規模 (再掲)



総活表③ 実質公債費比率の状況(平成28年度決算)
VeL28 00

団体名 青森県六ヶ所村

(単位 :千 円)

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ② ⑥ ③ ① ①

巧T11員還盆の額
(繰上償還額等
を除く)(3③
A表 「元利償還
釜」欄の数値を
伝記)

積立不足額 を考

慮 して算定 した

額 (3① 表
「工」欄の数値
を転記)

価期~卸 員遍地
方債の1年 当た
りの元金償還金
に相当するもの

(年度害l相当
額)(3① 表
「ウ」欄の数値
を転記)

公営企業に要す

る経費の財源 と

す る地方債 の償

遺の財源 に充て

た と認 め られ る

繰入金 (3②表
「合計※J欄 の
数値を転記)

~部 争務組官寺
の起こした地方
債に充てたと認
められる補助金
又は負担金

公債劉 こ準する
責務負担行為に
系るもの

~町
1吉ハ 笠 り 利

子 (3③ A表 「特
亡財源計」欄の

敗値を転記)

争夫貿4岡上によ
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額に算入された
公債費

災者復 H貿 等に

係 る基準財政需

要額

基準財政需要額
に算入された元
利償還金及び準
元利償還念(ただ
し、④～④に係
るものは、地方
債の元利償遺額
を基礎として算
入されたものに
限る)

平成26年度 591,33て 342,326 46,461 W 鶴 55,727 251,841 274,18《 763:

平成27年度 577,381 345,592 43,90: 撒 53,699 255,862 261,77(

平成28年度 637,502 365937 44,65〔 一酷 55,786 260,138 276,52〔 7,35〔

⑫ ⑬ ⑭

票準税収入額等 普通交付税額 臨Hす灯 収 対宋 lF

発行 可 能額

平成26年度 8,402,04C

平成27年度 7,715,957

平成28年度 8,226,720

①
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を受けるために

払 う賃借料 (省
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り入れた借入金

豊還に対する補
(省令第 7条 第

に係る債務の履行
に要する経費の支
(省令第 7条 第

の者の債務を引き
受けた場合におけ
る当該債務の履行
に要する経費の支

出 (省令第 7条 第
7号 )

ると認められる
もの (省令第 7条

第 8 号)

り (政令第 12条第
4号 )



総括表④ 将来負担比率の状況 (平成28年度決算)
団体名 青森県六ヶ所村

A一 B

標準財政規模 C
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平成 28年度経営健全化審査意見書

1 審 査 の 対 象

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類。

2 審 査 の 期 間

平成 29年 7月 27日

3 審 査 の 概 要

平成28年度の公営企業会計の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。

4 審 査 の 結 果

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適

正に作成されているものと認められる。

公営企業会計の名称 平成 27年 度資金不足比率 平成 26年 度資金不足比率 経営健全化基準 (%)

水 道 事 業

20。0農業集落排水事業

下 水 道 事 業

※資金不足がない場合は「上」を記載 している。



資金不足比率に関する算定様式

1 8 8 4 1 , 0
2①表 公皆企業会計に係る資金不足額等

法適用企業

2①表 公営企業会計に係る資金不足鯨等



資金不足比率に関する算定様式



資金不足比率に関する算定犠式

共通事項

法適用企業

2②衰 解消可能資金不足額 2③震 宅地造成事業に係る土地収入見込額等

2②表 解消可能資金不足韻

日
ロ

ガ



資金不足比率に関する算定様式


